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苅田港長期構想（案） 概要版

令和7年３月11日



概ね20～30年後の苅田港の将来像と、それを
実現する基本戦略や取組方針等を策定する。
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苅田港長期構想の目的と将来像1

地域産業の生産活動を支える物
流基盤としての港

経済と環境が好循環するグリーン
社会を実現する港

水辺空間を利用した憩いや安らぎ
の場を創出する港

災害に強く地域生活や企業活動を
支える港

目指す姿

物流・産業

環境保全

人流・賑わい

安全・安心

基本戦略 取組方針

エネルギー・産業・物流のイノベーション、グローバル
化を支える海上輸送拠点と産業空間の形成

カーボンニュートラルの取組支援による地域経済の活
性化及び自然環境の保全と新たな港湾環境の創出

苅田港の水辺空間の特徴を活かした人流・賑わいの
ネットワークの構築

臨海部の事業継続のための防災機能の確保と、南海
トラフ地震に対する災害リスクの低さや交通アクセス
の良さを活かした防災機能の提供

Ⅳ－１ 港湾の防災機能の強化

Ⅳ－２ 適正な港湾管理の推進

Ⅰ－１ 複合一貫輸送機能の強化

Ⅰ－２ 陸海空輸送を利用した貨物輸送の連携機能強化

Ⅰ－３ 自動車積出拠点機能の強化

Ⅰ－４ ふ頭再編等による利便性の向上

Ⅰ－５ CNPに対応したバルクターミナルの形成

Ⅰ－６ 新たな開発空間の確保

Ⅱ－１ 港湾脱炭素化の実現

Ⅱ－２ 生態系や景観に配慮した港湾環境の形成

Ⅲ－１ 水辺空間を利用した憩いの場の創出

～安心と笑顔は”みなと”から～ サステナブルな社会をイノベーションで拓く苅田港将来像

陸海空の交通の結節点としての高
いポテンシャルを活かした港

産業活動と生物多様性が共存する
港

策定の目的

人口減少や脱炭素化等、苅田港を
取り巻く社会情勢が大きく変化

社会情勢

SDG
s

現在の港湾計画は平成９年改訂
既に２０年以上が経過

既定計画



松山地区

既設岸壁
松山木材岸壁(-10m)185m

低炭素鉄鋼原料

新規岸壁
低炭素鉄鋼原料

低炭素鉄鋼原料蔵置場の
候補箇所①

本港地区

既設岸壁
本港13号岸壁(-13m)260m

低炭素鉄鋼原料蔵置場の
候補箇所②

既設岸壁
本港10号岸壁(-10m)370m

総トン数 バースの長さ バースの水深
GT（トン） （ｍ） （ｍ）
12,000 180 7.5
20,000 200 8.0
30,000 230 9.0
40,000 240 11.0
60,000 260 12.0
70,000 290 12.0

出典：港湾の施設の技術上の基準・同解説（H30.5）

国際RCC船の岸壁諸元

岸壁(-10m)では能力不足

内貿RORO航路の拡充

高規格ユニットロードターミナルの形成
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基本戦略と具体施策2

エネルギー・産業・物流のイノベーション、グローバ
ル化を支える海上輸送拠点と産業空間の形成
基本戦略

物 流・産業分野

施策Ⅰ－１①

Ⅰ－１ 複合一貫輸送機能の強化

施策Ⅰ－１②

上屋・ヤード確保による集貨能力の向上

Ⅰ－２ 陸海空輸送を利用した貨物輸送の連携機能強化

大型自動車専用船に対応したターミナルの形成

Ⅰ－３ 自動車積出拠点機能の強化

大型バルクバースの再編

Ⅰ－４ ふ頭再編等による利便性の向上

循環型資源のリサイクル・リユース拠点の形成

Ⅰ－５ CNPに対応したバルクターミナルの形成

シー・アンド・エアの促進

自動車積出ふ頭の拡張・高度化

次世代エネルギーの拠点形成の検討

企業のサプライ・チェーン・マネージメントや物流の2024年問題解決の取り組みに資する複合一貫
輸送サービスの充実を目指し、内貿RORO航路の拡充を図る。

港湾労働者やトラックドライバー等の人手不足と高齢化、働き方改革、船舶大型化等に対応するた
め、次世代型の「高規格ユニットロードターミナル」を形成し、 複合一貫輸送の荷役効率化を図る。

多様化する物流体系やニーズに対応するため
に、上屋の確保や大型物流施設の誘致、ター
ミナルの高規格化と併せてヤードの確保を行
い、集貨能力の向上を図る。

松山地区及び新松山地区から約３km圏内にある北九州空港との連携を図り、将来の「シー・アン
ド・エア」に対応できるように港湾機能を強化する。

施策Ⅰ－２①

施策Ⅰ－２②

施策Ⅰ－３①

施策Ⅰ－３②

施策Ⅰ－４①

施策Ⅰ－５①

施策Ⅰ－５②

大型自動車専用船に対応し
たターミナルを形成し、苅田
港をはじめ九州北東部に集
積する自動車産業における
完成自動車の輸出や、自動
車部品の移入・移出等に係
る物流効率化を図る。

完成自動車の荷役の効率化のため、積出しふ頭の拡張・高度化を図る。

バルク貨物の集約を図るとともに、社会情勢の変化に伴う次世代エネルギーにも対応するため、
大型バルクバースを再編する。

今後の需要増が見込まれる低炭素鉄鋼原料の蔵置、
搬入・搬出拠点を形成することで、国内製鉄業の脱炭
素化を支援するとともに、循環型資源のリサイクル・リ
ユースに向けた取り組みを支援する。

CNPの形成に向けた取り組みへの支援の一環として、液化CO2、水素、燃料アンモニア、合成メタ
ン等の次世代エネルギーの輸送、貯蔵、製造等を担う拠点（リキッド・バルク取扱拠点）の形成を検
討する。

大型物流施設

出典：国土交通省 出典：日本通運(株)

上屋施設

新松山地区

松山地区

次世代高規格ユニット
ロードターミナル
（松山地区地先）

松山地区地先
の埋め立て

高規格ユニットロードタ ーミナルの形成イメージ

上屋等のイメージ

出典：国土交通省

○主要な製鉄所と同様に瀬戸内海側に位置
○バルク貨物の大水深岸壁・集積機能
○従来より鉄スクラップを製鉄所へ供給 等

鉄
源

鉄
ス
ク
ラ
ッ
プ
等

鉄源輸入・集積
国
内
の
製
鉄
所

苅田港

優位性

輸入 供給

低炭素鉄鋼原料の取扱拠点の形成イメージ

南港における現在の自動車積出状況

自動車専用船
自動車専用船

RORO船

岸壁(-10m)
公共

岸壁(-10m)
専用

岸壁(-7.5m)
専用

苅田港に寄港する自動車専用船の９割以上が４万GT以上



干潮時

満潮時
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基本戦略と具体施策2

カーボンニュートラルポートの取り組みの推進

カーボンニュートラルの取組支援による地域経済
の活性化及び自然環境の保全と新たな港湾環境の創出
基本戦略

環 境保全分野

施策Ⅱ－１①

Ⅱ－１ 港湾脱炭素化の実現

臨海部に集積する産業と連携し、官民関係者が一体となった
カーボンニュートラルポート（CNP）の取り組みを推進する。

モーダルシフトを促進するRORO拠点機能の強化施策Ⅱ－１②

トラック等による自動車輸送を、より環境負荷の小さい船舶（RORO船等）の利用へとモーダルシフ
トさせることで、カーボンニュートラルへの貢献を目指す。

土砂処分用地の計画的な配置と確保

Ⅰ－６ 新たな開発空間の確保

産業用地の確保と企業立地の促進

施策Ⅰ－６①

施策Ⅰ－６②

既存航路、泊地の埋
没対策（維持浚渫）
に加え、船舶大型化
や将来の港湾整備
に対応した浚渫土砂
の新たな受け皿（土
砂処分用地）を確保
する。

産業港の特性を活かした生産能力の向上や雇用の拡大等による地域経済の活性化を目指し、産
業用地の確保と企業立地の促進を図る。

新たな開発空間

本港地区

松山地区

新松山地区（一部造成中）

南港地区

新松山地区
飽和状態

松山地区
現港湾計画の海面処分用地

南港地区地先
新たな土砂処分用地
候補地①

松山地区地先
新たな土砂処分用地
候補地②

新たな土砂処分用地の候補地

低炭素鉄鋼原料の輸送液化CO2等の輸送

出典：資源エネルギー庁

CNPの取り組みにおいて想定される船舶と一般的なCNP形成イメージ

ブルーカーボン生態系の保全・創造施策Ⅱ－１③

藻場等の既存のブルーカーボン
生態系を保全しつつ、CNPに寄
与し得る新たなブルーカーボン
生態系を創出する。

Ⅱ－２ 生態系や景観に配慮した港湾環境の形成

希少種のための環境保全施策Ⅱ－２①

希少種の生息環境を把握し、保全に努める。苅田港新松山地区（現在造成中）等に飛来する渡り
鳥に対する環境保全措置により、希少種のための環境保全を図る。

緑地の形成や自然環境の保全施策Ⅱ－２①

市街地と工業用地、あるいはバルク貨物とその他貨物の緩衝
帯として緑地を形成し、苅田港周辺に残される自然環境の保
全に努めるとともに、環境教育や憩いの場、グリーンカーボン
等としての活用の促進を図る。

神ノ島
自然環境保全ゾーン

資料：平成29年度 苅田港環境影響評価現地環境調査を基に作成
※浚渫土砂を利用した検討も行う

苅田港緑地公園周辺
H29環境調査にてアマモ等の
生息を確認。保全・共生を図る
とともに拡大を図る。

神ノ島周辺
H29環境調査にて藻場の形成
を確認。人工的な整備は行わ
ず環境の保全に努める。

松山地区
渡り鳥等の生息環境を
保全するための人工干
潟を造成する。
（施策Ⅱ－２①を参照）

海面処分用地
（既定計画）

新松山地区地先
新たに生物共生型構造
物等による人工干潟を
造成（※）し、ブルーカー
ボン生態系を創出する。

出典：生物共生型港湾構造物の整備・
維持管理に関するガイドライン

人工干潟の断面の一例 苅田港における藻類等の生息状況と生態系の保全・創造方針案

海面処分用地

UBE三菱セメント（株）
敷地内の池

渡り鳥の飛来を確認
できた付近の水辺

渡り鳥等の
環境保全候補地

希少種（渡り鳥）の環境保全措置

神ノ島清掃活動

提供：苅田港美化協議会
美化活動の一例
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基本戦略と具体施策2

歴史文化遺産や特徴的な産業景観の活用

苅田港の水辺空間の特徴を活かした人流・賑わい
のネットワークの構築
基本戦略

人 流・賑わい分野

施策Ⅲ－１①

Ⅲ－１ 水辺空間を利用した憩いの場の創出

苅田港周辺の歴史文化遺産や産業景観を活かし、水辺と自然、歴史遺産、産業を結ぶ交流機会
の創出を図る。

老朽化施設の機能転換等による交流拠点の創出施策Ⅲ－１②

利用ニーズの低い岸壁・物揚場の機能転換を図り、緑地や水辺のプロムナード化を促進する。

臨海部の防災・減災機能の強化（耐震強化岸壁等）

臨海部の事業継続のための防災機能の確保と、
南海トラフ地震に対する災害リスクの低さや交通アクセスの良
さを活かした防災機能の提供

基本戦略

安 全・安心分野

施策Ⅳ－１①

Ⅳ－１ 港湾の防災機能の強化

大規模地震発災後、地域経済を支える主要産業の幹線貨物
や緊急物資等の輸送機能を確保し、港湾BCPの機能拡充を
図る。

松山地区
ROROターミナル

南港地区
PCCターミナル

新たな耐震強化施設配置案と既設耐震強化施設

Ⅳ－２ 適正な港湾管理の推進

近隣港や空港と連携した広域防災機能の構築施策Ⅳ－１②

切迫する南海トラフ地震等の大規模災害発生時
の被災地の救援活動や復旧・復興を支援するた
め、南海トラフ地震に対する災害リスクが少ない
苅田港を支援側港湾として活用し、北九州港や
北九州空港とも連携した広域防災機能を構築す
る。

気候変動への対応施策Ⅳ－１③

長期的な港湾インフラ改修と官民連携による「協働防護」の推進により、気候変動に伴う外力変化
に対応する。ハード・ソフトが一体となった港湾BCPの充実を目指す。

近隣港や空港と連携した広域防災機能（イメージ）

港湾施設の戦略的な予防保全施策Ⅳ－２①

老朽化が進む港湾施
設に対する定期診断
と計画的な予防保全
を実施し、施設の延
命化や、既存ストック
の有効活用を促進す
る。

幸町4号物揚場
(-4m)150m

幸町3号物揚場
(-3m)250m

本港3号物揚場
(-3m)100/351m

南港3号物揚場
(-3m)180m

低利用岸壁の利用転換案

資料：国土交通省 港湾における気候変動適応策の実装方針に一部加工

防潮ラインのウィークポイント

公共岸壁
専用岸壁
護岸

公共岸壁と専用岸壁が混在
協働防護が重要

苅田港における協働防護の必要性

南港地区

救援・復旧基地等
南港緑地及び

苅田港緑地公園
（整備済み）

耐震強化施設
南港７号D岸壁（-7.5m）
200m×１B（整備済み）
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ゾーニング3

苅田北九州空港IC

北九州空港

新松山地区

本港地区

東九州自動車道

一般県道
新北九州空港線

主要地方道
門司行橋線

南港地区

松山地区

生産ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

船だまりゾーン

物流関連ゾーン

交流拠点ゾーン

Ⅰ－１① 内貿RORO航路の拡充
Ⅰ－１② 高規格ユニットロードターミナルの形成
Ⅰ－２① 上屋・ヤード確保による集貨能力の向上
Ⅰ－６① 土砂処分用地の計画的な配置と確保
Ⅰ－６② 産業用地の確保と企業立地の促進
Ⅱ－１② モーダルシフトを促進するRORO拠点機能の強化

高規格ユニットロードターミナルのイメージ

Ⅰ－４① 大型バルクバースの再編

鉄スクラップ船 液化CO2船

大型バルクバースの利用が想定される船舶の一例

Ⅰ－５① 循環型資源のリサイクル・リユース拠点の形成
Ⅰ－５② 次世代エネルギーの拠点形成の検討
Ⅱ－１① カーボンニュートラルポートの取り組みの推進

鉄源輸入・集積 大水深岸壁
荷役機械、貯蔵タンク等

低炭素鉄鋼原料の取扱拠点 次世代エネルギーへの対応

Ⅰ－２② シー・アンド・エアの促進

部品・原料

苅
田
港

背後企業
製品化

北九州空港
製品輸出

Ⅱ－２① 希少種
のための環境保全

クロツラヘラサギ等

Ⅱ－１③ ブルーカーボン生態系の保全・創造

ブルーカーボンのイメージ 苅田港周辺に自生する藻場

ワカメ

ヒジキ
コアマモ

苅田北九州空港IC
Ⅲ－１② 老朽化施設の機能転換等による

交流拠点の創出

JR苅田駅磯浜緑地

Ⅳ－１① 臨海部の防災・減災機能
の強化（耐震強化岸壁等）

Ⅳ－１② 近隣港や北九州空港と
連携した広域防災機能の構築

地震による岸壁
の被災事例

《その他/苅田港全体での取り組み施策》
Ⅱ－２② 緑地の形成や自然環境の保全
Ⅲ－１① 歴史文化遺産や特徴的な産業景観の活用
Ⅳ－１③ 気候変動への対応
Ⅳ－２① 港湾施設の戦略的な予防保全

Ⅰ－３① 大型自動車専用船に
対応したターミナル形成

Ⅰ－３② 自動車積出しふ頭の
拡張・高度化 自動車専用船と輸出車両の蔵置ヤード

Ⅰ－６① 土砂処分用地の計画的な配置と確保
Ⅰ－６② 産業用地の確保と企業立地の促進
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取組方針 具体施策 目標期間（中期）10～15年後 目標期間（長期）15年後以降 対象地区

Ⅱ－１ 港湾脱炭素化の実現

① カーボンニュートラ ルポートの取り 組みの推進 本港地区、松山地区

② モーダルシフトを促進するRORO拠点機能の強化 松山地区

③ ブルーカーボン生態系の保全・創造 南港地区、本港地区、新松山地区

Ⅱ－２ 生態系や景観に配慮した
港湾環境の形成

① 希少種のための環境保全 松山地区、新松山地区

② 緑地の形成や自然環境の保全 南港地区、本港地区、松山地区、新松山地区

取組方針 具体施策 目標期間（中期）10～15年後 目標期間（長期）15年後以降 対象地区

Ⅰ－１ 複合一貫輸送機能の強化
① 内貿RORO航路の充実 松山地区

② 高規格ユニットロードタ ーミナルの形成 松山地区

Ⅰ－２ 陸海空を利用した貨物輸送
の連携機能強化

① 上屋・ヤード確保による集貨能力の向上 松山地区

② シー・アンド・エアの促進 松山地区

Ⅰ－３ 自動車積出拠点機能の強化
① 大型自動車専用船に対応したターミナル形成 南港地区

② 自動車積出しふ頭の拡張・高度化 南港地区

Ⅰ－４ ふ頭再編等による利便性の
向上

① 大型バルクバースの再編 本港地区、松山地区

Ⅰ－５ CNPに対応したバルクターミ
ナルの形成

① 循環型資源のリサイクル・リユース拠点の形成 本港地区、松山地区

② 次世代エネルギーの拠点形成の検討 本港地区、松山地区

Ⅰ－６ 新たな開発空間の確保
① 土砂処分用地の計画的な配置と確保 南港地区、松山地区

② 産業用地の確保と 企業立地の促進 南港地区、松山地区

取組方針 具体施策 目標期間（中期）10～15年後 目標期間（長期）15年後以降 対象地区

Ⅳ－１ 港湾の防災機能の強化

① 臨海部の防災・減災機能の強化（耐震強化岸壁等） 南港地区、松山地区

② 近隣港や空港と連携した広域防災機能の構築 南港地区、松山地区

③ 気候変動への対応 南港地区、本港地区、松山地区、新松山地区

Ⅳ－２ 適正な港湾管理の推進 ① 港湾施設の戦略的な予防保全 南港地区、本港地区、松山地区、新松山地区

取組方針 具体施策 目標期間（中期）10～15年後 目標期間（長期）15年後以降 対象地区

Ⅲ－１ 水辺空間を利用した憩いの
場の創出

① 歴史文化遺産や特徴的な産業景観の活用 南港地区、本港地区、松山地区、新松山地区

② 老朽化施設の機能転換等による交流拠点の創出 本港地区

Ⅱ 環境保全

Ⅲ 人流・賑わい

Ⅳ 安全・安心

Ⅰ 物流・産業

一 部 先 行 実 施

一 部 先 行 実 施

一 部 受 入 開 始
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